
○山形県廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則
平成４年７月４日山形県規則第46号

山形県廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則をここに公布する。
山形県廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則

山形県廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（昭和52年11月県規則第61号）の全部を改正する。
（趣旨）

第１条　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）の施行については、廃棄物の処理
及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300号。以下「政令」という。）及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行
規則（昭和46年厚生省令第35号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。
（総合支庁長への委任）

第２条　次に掲げる事務は、総合支庁長に委任する。ただし、知事が自らこれを行う場合は、この限りでない。
(１)　法第18条第１項（法第17条の２第３項において準用する場合を含む。）の規定により報告を求めること
(２)　法第19条第１項（法第17条の２第３項において準用する場合を含む。）の規定により立入検査を行わせること

第３条及び第４条　削除
（一般廃棄物処理施設における処理の実績の報告）

第５条　法第８条第１項の規定による許可を受けた者、法第９条の３第１項の規定による届出に係る一般廃棄物処理施設の管
理者、法第９条の３の３第１項の規定による届出を行った一般廃棄物処理施設の設置者又は法第15条の２の５の規定によ
る届出を行った産業廃棄物処理施設の設置者は、毎年４月30日までに、その年の３月31日以前の１年間の当該許可又は届
出に係る施設における一般廃棄物の処理の実績について、別記様式第３号による報告書を知事に提出するものとする。
（再生利用産業廃棄物処理業者の指定の申請等）

第６条　省令第９条第２号又は第10条の３第２号に規定する指定（以下「再生利用産業廃棄物処理業者の指定」という。）を受
けようとする者は、別記様式第４号による申請書を知事に提出しなければならない。

２　知事は、再生利用産業廃棄物処理業者の指定をしたときは、別記様式第５号による指定証を交付するものとする。
３　再生利用産業廃棄物処理業者の指定の有効期間は、５年とする。
４　再生利用産業廃棄物処理業者の指定を受けた者（以下「指定業者」という。）は、当該再生利用産業廃棄物処理業者の指
定の有効期間の満了後引き続き再生利用産業廃棄物処理業者の指定を受けようとするときは、別記様式第６号による申請
書を知事に提出しなければならない。
（再生利用産業廃棄物処理業の範囲の変更の承認の申請等）

第７条　指定業者は、再生利用産業廃棄物処理業者の指定に係る収集若しくは運搬又は処分の事業（以下「再生利用産業廃
棄物処理業」という。）の範囲を変更しようとするとき（当該変更が再生利用産業廃棄物処理業の一部の廃止である場合を除
く。）は、別記様式第７号による申請書を知事に提出して、その承認を受けなければならない。

２　知事は、再生利用産業廃棄物処理業の事業の範囲の変更を承認したときは、当該変更後の事業の範囲を記載した指定証
を交付するものとする。
（指定業者の変更の届出等）

第８条　指定業者は、住所又は省令第10条の10第１項各号に掲げる事項を変更したときは、速やかに、別記様式第８号による
届出書を知事に提出しなければならない。

２　知事は、前項の規定による届出が指定証の記載事項の変更に係るものであるときは、当該変更後の事項を記載した指定
証を交付するものとする。
（再生利用産業廃棄物処理業の廃止の届出）

第９条　指定業者は、再生利用産業廃棄物処理業の全部を廃止したときは、速やかに、別記様式第９号による届出書に当該
再生利用産業廃棄物処理業者の指定に係る指定証を添えて知事に提出しなければならない。
（指定証の再交付の申請）

第10条　指定業者は、指定証を紛失し、汚損し、又はき損したために指定証の再交付を受けようとするときは、別記様式第10
号による申請書を知事に提出するものとする。この場合において、当該申請が指定証の汚損又はき損によるものであるとき
は、当該指定証を添えなければならない。
（産業廃棄物処理業者等の許可に係る変更後の許可証の交付）

第11条　知事は、法第14条第１項若しくは第６項又は第14条の４第１項若しくは第６項の規定による許可を受けた者（以下「産
業廃棄物処理業者等」という。）から法第14条の２第３項又は第14条の５第３項において準用する法第７条の２第３項の規定
による届出があり、当該届出が許可証の記載事項の変更に係るものであるときは、当該変更後の事項を記載した許可証を
交付するものとする。
（許可証の再交付の申請）

第12条　産業廃棄物処理業者等は、許可証を紛失し、汚損し、又はき損したために許可証の再交付を受けようとするときは、
別記様式第10号による申請書を知事に提出するものとする。この場合において、当該申請が許可証の汚損又はき損による
ものであるときは、当該許可証を添えなければならない。
（特例措置による一般廃棄物処理施設の届出）

第12条の２　法第15条の２の５の規定による届出は、別記様式第10号の２による届出書を知事に提出して行うものとする。
２　省令第12条の７の17第５項の規定による届出は、別記様式第10号の３による届出書を知事に提出して行うものとする。
（産業廃棄物の処分等の報告）

第12条の３　法第18条第１項の規定により総合支庁長が事業者に対し報告を求めた場合における当該事業者の報告は、特
に指示がある場合を除き、別記様式第10号の４による報告書を提出して行うものとする。
（廃棄物再生事業者の登録の申請）

第13条　法第20条の２第１項に規定する登録を受けようとする者は、別記様式第11号による申請書を知事に提出しなければな
らない。
（登録証明書）

第14条　政令第19条に規定する登録証明書（以下「登録証明書」という。）の様式は、別記様式第12号によるものとする。
（登録を受けた廃棄物再生事業者の変更の届出等）

第15条　政令第20条の規定による届出は、別記様式第13号による届出書を知事に提出して行うものとする。
２　知事は、前項に規定する届出が登録証明書の記載事項の変更に係るものであるときは、当該変更後の事項を記載した登
録証明書を交付するものとする。
（登録を受けた廃棄物再生事業者の事業場の廃止等の届出）

第16条　政令第21条の規定による届出は、別記様式第14号による届出書を知事に提出して行うものとする。この場合におい
て、当該届出が事業場の全部の廃止によるものであるときは、登録証明書を添えなければならない。
（登録証明書の再交付の申請）

第17条　登録を受けた廃棄物再生事業者は、登録証明書を紛失し、汚損し、又はき損したために登録証明書の再交付を受け
ようとするときは、別記様式第10号による申請書を知事に提出するものとする。この場合において、当該申請が登録証明書
の汚損又はき損によるものであるときは、当該登録証明書を添えなければならない。
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（提出書類の部数及び経由）
第18条　法、政令、省令及びこの規則の規定により知事に提出する書類のうち次の表の左欄に掲げる書類は、同表の中欄に
掲げる部数とし、同表の右欄に掲げる総合支庁長を経由しなければならない。

書類 部数 総合支庁長
一般廃棄物処理施設（市町村が設置する施設に
限る。）に係るもの

２
当該施設の所在地を所管する総合
支庁長

一般廃棄物処理施設（市町村以外の者が設置す
る最終処分場及び焼却施設に限る。）に係るもの
（省令第４条の４の２に規定する申請書を除く。）

２
当該施設の所在地を所管する総合
支庁長

一般廃棄物処理施設（市町村以外の者が設置す
る最終処分場及び焼却施設以外の施設に限る。）
に係るもの及び省令第４条の４の２に規定する申
請書

１

当該施設の所在地を所管する総合
支庁長

産業廃棄物処理施設（政令第７条の２に規定する
施設に限る。）に係るもの（省令第12条の５の２に
規定する申請書を除く。）

２
当該施設の所在地を所管する総合
支庁長

産業廃棄物処理施設（政令第７条の２に規定する
施設以外の施設に限る。）に係るもの及び省令第
12条の５の２に規定する申請書

１
当該施設の所在地を所管する総合
支庁長

再生利用産業廃棄物処理業、産業廃棄物収集運
搬業、産業廃棄物処分業、特別管理産業廃棄物
収集運搬業及び特別管理産業廃棄物処分業（以
下「処理業」という。）に係るもの（処理業を行い、
又は行おうとする者の住所又は所在地が県外に
あり、かつ、県内に事務所又は事業場を有しない
者に係るものを除く。）

１

当該処理業を行い、又は行おうと
する者の県内の主たる事務所又は
事業場の所在地を所管する総合支
庁長

廃棄物再生事業者に係るもの １
当該事業者の県内の主たる事務
所又は事業場の所在地を所管する
総合支庁長

事業者の事業場に係るもの １
当該事業場の所在地を所管する総
合支庁長

附　則
（施行期日）

１　この規則は、公布の日から施行する。
（経過措置）

２　この規則の施行の際現に改正前の山形県廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（以下「旧規則」という。）第10条
第１項に規定する指定を受けている者は、同条第３項の規定による当該指定の有効期間（以下「指定有効期間」という。）に
限り、改正後の山形県廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（以下「新規則」という。）第６条第１項に規定する指定
を受けた者とみなす。

３　前項に規定する者に対して交付された旧規則第10条第２項に規定する指定証は、指定有効期間に限り、新規則第６条第２
項に規定する指定証とみなす。

附　則（平成７年４月１日規則第35号）
この規則は、公布の日から施行する。

附　則（平成８年12月27日規則第73号）
この規則は、平成９年２月１日から施行する。

附　則（平成10年７月10日規則第70号）
この規則は、公布の日から施行し、改正後の第６条第３項の規定は、この規則の施行の日以後に行われる廃棄物の処理及

び清掃に関する法律施行規則（昭和46年厚生省令第35号）第９条第２号又は第10条の３第２号の規定による指定について適
用する。

附　則（平成12年３月17日規則第11号）
この規則は、平成12年４月１日から施行する。

附　則（平成13年４月１日規則第55号）
この規則は、公布の日から施行する。

附　則（平成15年３月28日規則第23号）
（施行期日）

１　この規則は、平成15年４月１日から施行する。
（知事の権限に属する事務の委任に関する規則の一部改正）

２　知事の権限に属する事務の委任に関する規則（昭和41年９月県規則第70号）の一部を次のように改正する。
〔次のよう略〕
附　則（平成16年３月30日規則第26号）

この規則は、公布の日から施行する。
附　則（平成21年３月31日規則第29号）

（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
（知事の権限に属する事務の委任に関する規則の一部改正）

２　知事の権限に属する事務の委任に関する規則（昭和41年９月県規則第70号）の一部を次のように改正する。
〔次のよう略〕
附　則（平成23年３月29日規則第14号）

この規則は、平成23年４月１日から施行する。
附　則（平成30年４月３日規則第46号）

（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
（知事の権限に属する事務の委任に関する規則の一部改正）

２　知事の権限に属する事務の委任に関する規則（昭和41年９月県規則第70号）の一部を次のように改正する。
〔次のよう略〕



附　則（令和３年３月26日規則第32号）
この規則は、公布の日から施行する。

別記
様式第１号及び様式第２号　削除
様式第３号

https://en3-jg.d1-law.com/yamagata-ken/d1w_reiki/H404902100046/H404902100046_0001.rtf






様式第４号

https://en3-jg.d1-law.com/yamagata-ken/d1w_reiki/H404902100046/H404902100046_0002.rtf








様式第５号

https://en3-jg.d1-law.com/yamagata-ken/d1w_reiki/H404902100046/H404902100046_0003.rtf


様式第６号

様式第７号

https://en3-jg.d1-law.com/yamagata-ken/d1w_reiki/H404902100046/H404902100046_0004.rtf
https://en3-jg.d1-law.com/yamagata-ken/d1w_reiki/H404902100046/H404902100046_0005.rtf


様式第８号

https://en3-jg.d1-law.com/yamagata-ken/d1w_reiki/H404902100046/H404902100046_0006.rtf


様式第９号

https://en3-jg.d1-law.com/yamagata-ken/d1w_reiki/H404902100046/H404902100046_0007.rtf


様式第10号

https://en3-jg.d1-law.com/yamagata-ken/d1w_reiki/H404902100046/H404902100046_0008.rtf


様式第10号の２

https://en3-jg.d1-law.com/yamagata-ken/d1w_reiki/H404902100046/22728_0018.rtf


様式第10号の３

https://en3-jg.d1-law.com/yamagata-ken/d1w_reiki/H404902100046/H404902100046_0010.rtf


様式第10号の４

様式第11号

https://en3-jg.d1-law.com/yamagata-ken/d1w_reiki/H404902100046/22728_0017.rtf
https://en3-jg.d1-law.com/yamagata-ken/d1w_reiki/H404902100046/H404902100046_0012.rtf


様式第12号

https://en3-jg.d1-law.com/yamagata-ken/d1w_reiki/H404902100046/H404902100046_0013.rtf


様式第13号

https://en3-jg.d1-law.com/yamagata-ken/d1w_reiki/H404902100046/H404902100046_0014.rtf


様式第14号

https://en3-jg.d1-law.com/yamagata-ken/d1w_reiki/H404902100046/H404902100046_0015.rtf



